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X章　周波数オークションの全体結果と結論

　前章までに、1993年の通信法改正に基づく周波数オークションのうち、狭帯域PCSおよび広帯域PCSのＡ、Ｂ、Ｃブロックについて説明した。もとより周波数オークションは、移動電話用のPCSだけでなく、直接放送衛星（DVS）や各種の双方向データ・サービスを含む他のサービスのためにも実施されており、2001年までに計36回を数えている。また1993年以降において周波数オークション制度に変更が加えられており、1997年には、周波数の初期割当にオークションを原則とすることが定められた。
　本章では、周波数オークションの全体結果と、1997年の通信法改正等について説明し、最後に、米国の周波数オークションに関する筆者の結論を述べる。

A.　周波数オークションの全体結果

　1993年の通信法改正およびその後の立法にしたがって、FCCは2001年までに、計36回の周波数オークションを実施した。その概要が、図X.1と図X.2（本節末尾）にまとめられている。
　上記36回のオークションは、PCSをはじめとするいくつかのサービス供給を目的として実施された。オークションの対象となった周波数帯の所在は、使いやすいメガヘルツ帯、ギガヘルツ帯下部から、使い方に制約のあるギガヘルツ帯上部まで広大な領域に及んでいる。またもとより、それぞれのオークションの対象となる周波数帯域幅にも差がある。（土地で言えば、都市の繁華街や郊外の住宅地に加え、農地や原野までが含まれている。）また、大部分のオークションは地域ごとに実施されており、都市地域であるか、非都市地域であるかによっても結果は大きく異なる。

　落札金額合計という点から見れば、PCSオークションが最大であった
。以下においては、主要な分について、オークションの結果をまとめておこう。

　上記36回の周波数オークションは、目的とするサービスの性質により、5種類に分けることができる。それらは、移動電話用、直接放送衛星用、双方向データ・サービス用、広帯域サービス用、その他である。
(1)　移動電話
　このカテゴリーに入るのは、オークションNos.4、5と、Nos.10、7、11、12、16、22、35、34，36（10、22、35は再オークション）である。その主要な部分は、広帯域PCSの6ブロック計120MHzであるが、これに加え、従来のセルラー事業の補完分（オークションNos.12、16）や、ディスパッチ業務（タクシー・トラック業務無線等）から移動電話への参入分（オークションNo.7）も含まれている。サービス人口・MHzあたりの周波数価格は、0.04-1.33ドル／人・MHzであるが、その中で（再オークションを除き）広帯域Ｃブロックの1.33ドルが最高である（ただし10年間分割払い）。移動電話サービス用周波数の市場価値は、サービス地域人口1人1MHzあたりキャッシュ・ベースで、20-50セント程度であったと考えられる。
(2)　直接放送衛星
　放送衛星は、同一周波数を全国一律に使用するサービスであり、同期間においてFCCは、直接放送衛星（DBS: Direct Broadcast Satellite）用（Nos.8、9）と、デジタル音声放送用（No.15）の3回のオークションに加え、停止放送局から返還された周波数帯の再配分（Nos.25、27、28）を実施した。DBSは、テレビ番組等のビデオ・サービスを供給し、デジタル音声放送は、文字どおり音楽等の音声サービスである。DBSでは、計500MHzまでの周波数帯域幅を、事業者が多数のチャネルに分割して使用する。デジタル音声放送サービスの帯域幅は計25MHzであり、1チャネルあたり125kHzである。DBSの周波数の価値は、0.06-0.62セント／人・MHzであり、音声放送用のそれは2.74セント／人・MHzである。当然のことであるが、放送用電波の価値は、（全国一律使用かつ一方向であるため）移動電話よりはるかに低い。
(3)　双方向データ・サービス
　このカテゴリーの主要サービスは狭帯域PCSであり、全国をサービス領域とするオークションNo.1と、地域別サービスであるオークションNo.3が実施された（ただし、地域別サービスも、各地域にわたって同一周波数帯の大部分の免許を同一事業者が落札したので、全国サービスと同一の結果を生んだ（III章C））。狭帯域PCSサービスは、大部分双方向だが、一方向サービスもある。使用目的としては、従来型のページング（ポケベル呼び出し）から、電子メール等を含む双方向データ通信に広く使用できる。周波数価格は諸サービス中最高で、3.1-3.46ドル／人・MHzに上る。周波数幅は狭いが、同一周波数を全国規模で使用することが可能であり、この性質は（放送を除く）他のどのサービスにも認められていないので、狭帯域PCS周波数の価値が高くなったのであろう。なお、使用目的を特定しない多数の周波数帯（オークションNo.14、16、18、24、26、33、34、36他）も、このカテゴリーに入れることができる。
　上記に加え、双方向ビデオデータ・サービス（IVDS）と呼ばれる目的のために、MSAごとに計1MHz（0.5MHzを2チャネル）の周波数が割り当てられ、狭帯域PCS全国サービスと同時に、従来型の発声方式（oral outcry）オークションが実施された（オークションNo.2）。ビデオサービス用0.5MHzという周波数帯域幅に対し、その価格は、0.85ドル／人・MHzであった。
(4)　広帯域サービス
　このカテゴリーには、無線CATV（MDS）（オークションNo.4）、ワイヤレス・ローカルループ（LMDS）（No.17）、39GHz帯固定サービス（No.30）が入る。いずれも固定広帯域無線サービスであるが、MDSが一方向であるのに対し、LMDSは双方向である。MDSには、6MHz 13チャネルの計78MHzが、LMDSには、150MHzから1,150MHzにいたるまでの大小のチャネル計1,300MHzが、39GHz帯固定サービスには、各100MHzの14ブロック計1,400MHzという大量の周波数が割り当てられた。MDSについては、6.7セント／人・MHzというオークション価格であったが、LMDSのオークション価格は予想よりもはるかに低く、0.18セント／人・MHzであった（「失望オークション」と呼ばれている）。
(5)　その他
　用途を厳密に定めないか、あるいは複数用途の一部・全部に向けられるサービスである。最近では、このタイプのオークションが多くなっている。
●●「図X.1、X.2」この付近に入る●●

B.　1993年以降の通信法改正（周波数オークション関係）

　1993年の通信法改正は、5年の時限立法であった（VI章E）。新たに実施される周波数オークションの成否について、1993年当時は議会が十分な確信を持っていなかったことを示している。議会は、またFCCに対し、同時限が切れる1年前、すなわち1997年9月までに、「オークションの実施成果」について議会に報告することを義務づけた
。同報告を参考にしつつ、1998年夏までに、当初設定した5年の期限を延長するか否かを検討することを予想していたと解することができる。
　ところが1997年になって議会は、FCCからの形式的な報告を待たず、同年夏の連邦政府予算審議時に通信法309(j)条を改正して、FCCの周波数オークション権限を2007年までさらに10年間延長し、また、地上デジタル放送用周波数の配分等について方針を定めた。オークション権限のさらなる延長は、議会が1993年の通信法改正に基づく周波数オークションが全体として成功であったと評価したことを示している。（この時期に、Cブロック・オークション問題が発生していたことに留意されたい。）またこれに加え、議会は周波数オークションから生ずる連邦政府収入も重視していたのであろう。
　本節では、1993年夏以降の通信法改正内容のうち、オークション関係部分を概観する。
1.　1996年の通信法改正
　1993年の通信法改正によって、連邦議会は、周波数の割当にオークション方式を導入した。周知のように、その後議会は通信法全体の大幅改正に取りかかり、2年余の審議を経て1996年2月に、「1996年テレコム法」を成立させた。
　1996年の改正では、通信法「第3編第1章総則」の末尾に、新たに336条「放送用周波数の柔軟性（Section 336--Broadcast Spectrum Flexibility）」を加え、新しいサービスであるDTVの免許について基本方針を決定した。まず、DTV免許の適格者を既存アナログ・テレビ放送免許保有者に限定し、少なくとも当初は、新規参入を一切シャットアウトすることとした。また、既存放送事業者がDTVのために新たな周波数使用免許を取得した後に、旧来のアナログ用周波数をFCCに返納するべきことを定めた。
　これらの措置は、既存放送事業者が、DTVサービス供給においてもアナログ・テレビと同様に無料番組を提供し、そのための費用をスポンサーからの広告代金のみによってまかなうことを前提としている（「無料テレビ（free television）」の原則）。したがって、もし放送事業者がDTVサービス、あるいはこれに付随するサービスについて視聴者から料金を徴収した場合は、FCCが放送事業者から、新サービスの周波数がオークションによって供給された場合に支払われたであろう価格と同額の「使用料（fees）」を徴収するべきことを定めている
。
　1993年の通信法改正によるオークション条項は、オークション実施条件の1つとして、周波数の割当を受ける事業者が、周波数を利用して供給するサービスの対価を加入者から徴収することを指定しており（VI章A3）、広告収入のみに依存する放送事業はこれに該当しない。もし放送事業者が、たとえばスクランブル方式を採用して視聴者から代金を徴収し、あるいは番組自体は無料供給しても、それに関連するデータ放送から代金を徴収する場合には、オークションによる周波数割当に服する他の事業者（DBS事業者を含む）と同じく、オークションによって成立したであろう料金と同一水準の「使用料」を支払うべきことを定めているわけである。すなわち、本条項は、通信法309(j)条との整合性を保持するためのものである
。
　放送事業者に割り当てられる周波数にオークション制度を適用するべきか否かは、1993年の通信法改正時から論議され続けてきた。当然のことながら、放送事業者は、DTV用を含む放送用周波数割当へのオークション導入には反対である。他方、議会、FCC、商務省においては、オークションの導入に賛否両論があり、これが1996年の通信法改正時まで続いた。上記無料テレビ・社会奉仕の「原則」は、放送事業者によるオークション反対を受け入れるに際して表面的な理由づけを与え、放送事業者と他の周波数ユーザの間の不公平な扱いという批判を避けるための手段であったと思われる
 
 
。
3.　1997年の通信法改正

1997年8月に、連邦議会は、1998年度連邦予算関係の法律、すなわち「1997年均衡予算法（Balanced Budget Act of 1997）」（PL105-33）の第3002条－3008条（Sections 3002-3008）（111STAT258-270）によって、通信法のオークション条項およびNTIA法を改正した。主な内容は、FCCの周波数オークション権限をさらに10年間延長し、放送事業とりわけDTV関係の周波数割当について方針を定め、かつFCCに対し、将来相当量の周波数オークション実施を義務づけたことである。その概要は、以下のとおりである。
(1)　無差別選択による周波数割当の停止（改正通信法309条(i)(1)(5)項）
　通信法309条の第(i)項を改正し、1993年改正以降も形式的には残っていた「無差別選択（random selection）による周波数の割当」を、1997年7月1日以降、原則として廃止した。
(2)　周波数割当におけるオークション方式の適用範囲の拡大（原則としてオークション方式を適用）（改正通信法309条(j)(1)(2)項）
　1993年の通信法改正では、オークション方式による周波数割当を、割当を受ける事業者が周波数を使ってサービスを供給し、かつその代価を加入者から受け取る場合に限っていた（IV章A1）。すなわち、通信法の形式上はオークション方式は「例外事項」であった。1997年の改正によって、オークション方式は周波数割当における「原則」となり、とくに定める例外ケースを除いて、周波数の新規割当には、すべてオークションが使用されることとなった。オークション方式が適用されない例外は、第1に、周波数が生命・健康・財産の保護のため（安全目的）に使用される場合、第2に、既存の地上アナログ放送事業者に対しDTVサービスのための初期免許を交付する場合、第3に、非営利ベースの公共・教育テレビあるいはラジオ放送免許の場合である
。
(3)　FCCのオークション実施権限の期限延長（改正通信法309条(j)(11)項）
　FCCによるオークション実施権限につき、1993年の改正で設定されていた「1998年9月30日の期限」を、「2007年9月30日まで延長」した。もし2007年に議会が立法措置をとらなければ、周波数割当は、形式的に当初の比較聴聞方式に戻ることになるが、もとよりそのような事態は予想されておらず、2007年の期限以前に再度立法措置がなされるものと考えられる。
(4)　地上アナログ・テレビ放送の停止（改正通信法309条(j)(14)項）
　地上アナログ放送免許の存続期限を、DTVの普及が遅れた例外ケースを除いて、2006年12月31日と定めた。この改正によって、従来の地上アナログ・テレビ放送は、半ば強制的にデジタル放送に移行することになる。
 (5)　既存地上アナログ放送事業者から返還された周波数の割当（改正通信法309条(j)(14)(C), (D)項）
　上記決定によって、地上アナログ・テレビ放送の期限到来前あるいは到来時にFCCに返納される周波数については、これを放送用と限定せず、新たな周波数資源として、オークション方式により割り当てることとした。その結果が、図X.1、X.2のオークションNos.25、27、28である
。
(6)　オークションに関するその他の改正
　周波数オークションの実施について、下記を含む若干の改正を加えた。それらは、FCCに対して「組み合わせオークション（combinatorial bidding）」の研究・実験を義務づけること、必要な場合、オークション実施時に「最低入札価格（minimum bid）」を設定すること、従来FCCに与えられていた創始者優遇措置の実施権限を廃止すること、を含んでいる。
　上記のうち、第2の点、すなわち最低入札価格の設定は、議会が周波数オークションによる連邦政府の収入増加を重視し、（WCSオークションの場合のように）極端な低価格で周波数が割り当てられることを防止する意図を持っていると考えられる。この点は、周波数オークション制度の根幹にかかわる問題であり、オークションが「周波数資源の最適配分」のために実施されるか、あるいは「連邦政府収入の増大」を目的とするかについて、疑念を生じさせるものである。他方で、「連邦財政収入の最大化を目的としてはならない」という条項（IV章B4）は依然生きているので、これと併せ考えれば、最低入札価格の設定は、「技術的な準備不足や需要の未発現などのために周波数の価値が極端に低い場合は、FCCはそのような周波数の割当を延期するべきである。」という実質上の指示を出しているものと解釈することもできる
。
(7)　追加オークションの実施（改正NTIA法923-925条）
　上記のような1997年通信法改正に加え、議会は同時にNTIA法を改正して、FCCに対して2002年までに、計234MHzの周波数（アナログ放送事業者からの返還分のUHF帯114MHzを含む）をオークションによって割り当てるべきことを定めている。しかしながら、地上デジタルTV普及が遅れているため、同オークションの実施も遅れている（詳細は省略する）。
C.　結論

本書第2部では、広帯域PCSオークション、とりわけ同Cブロック・オークションの経過について詳しく説明した。Cブロック・オークションのような失敗ケースが、参考になる内容を多く含んでいると考えたからである。

しかしながら、米国の周波数オークション全体という点から見れば、本書第2部の説明は、その一部に触れただけである。米国では、2001年までに計36回に及ぶオークションが実施されており（本章A）、PCSオークション（再オークションを含めても計9回）は、その一部にすぎないからである。2001年現在では、米国の周波数オークションは、すでに周波数の新規割当方式として定着しており、FCCは、「新たに割当可能な周波数を見出したときは、これを随時オークションに付して初期免許を発行する。」体制にある。またこれまでの36回のオークションのうち、「失敗オークション」とされているのは、Cブロック・オークションを含めて2~3回にすぎない
。

したがって、「オークション」という点から見れば、1993年通信法改正にはじまる「米国の周波数オークション」は、周波数免許の初期割当の方式としてすでに確立されていると言うことができる。実際、この方式自体がマイナスの効果を及ぼしており、大幅な改革を必要とするという批判は、アカデミック分野の一部からの「電波コモンズ設立の主張」（I章註8）以外、ほとんど聞かれない状態である。この意味で、「米国の周波数オークションは成功を収めた」と言うことができるだろう
。

しかしながら、「電波資源の再配分、とりわけ政府保有の周波数帯の効率的利用」という点から見れば、米国における電波資源の配分が現在満足できる状態にあるとは言えない。というより、基本的には米国でも、（第１部で説明した）「日本の電波資源の問題」と類似の問題が残っている。すでに述べたように、米国においては「電波資源の私有財産化」が進行中であり、市場原理に従って配分された電波資源はこれまで相当の量に達している
。しかしながら電波資源全体から見れば、それはまだ一部にすぎない。米国で使用されている電波資源の大部分、とりわけ政府使用の電波や、安全目的のために公共機関、地方自治体、民間事業者が使用している電波は、政府（FCC、NTIA）の直接割当に依っており、したがって日本と同様に「非効率な使用状態」に置かれていると考えられる。

他方において米国では、早くから電波資源の利用が進んだため、「電波資源フロンティアの消滅」が日本よりも早い段階で生じることになった。たとえば移動電話の分野において、2001年の日本では、「第3世代移動電話」のための周波数帯割当がすでに終り、次段階の「第4世代移動電話」のための周波数帯が（電波の再配置なしでは）割当てることができないという状態にある。これに対して米国では、「第3世代移動電話」の段階で、すでに電波の再配置が必要になっている。そのための再配置の試みは2000年秋から始まっているが、停滞しがちである
。

米国では、すでにこのような「電波資源の逼迫」問題が議論されており、FCCではその解消・緩和に向けて、2000年末から「周波数資源の再販売市場（secondary markets）の構築」案件の検討が始まった
。いずれにしても「電波資源の全般的な不足」の状態を長期間放置することはできないので、米国においては、遅かれ早かれ「電波資源の再配置」のための本格的かつ大規模な検討が始まるものと予想される。

第1部で述べたように、再配置のための方策としては、「何らかの方式による市場メカニズムのパワーの活用」以外には考えられない。米国がこれまで「周波数オークション制度」、つまり「周波数免許の初期発行における市場メカニズムの活用」によって構築した制度や、その過程で集積した多数の経験は、「電波資源の再配置のための市場メカニズムの導入」において、大きな力になるものと考えられる。

つまり「米国の周波数オークション」に対して、筆者は、初期免許へのオークション導入がもたらした電波資源使用の効率化に加え、それが将来の電波資源再配置を進めるための「準備」にもなっている点を重視するべきと考えている。本書第2部において、「米国の周波数オークション」の経過を詳しく説明した理由の1つは、米国の経験が日本にとっても有用であろうと考えた点にある。

最後に、この問題に関する英国の状況について簡単に触れておきたい。英国では、2000年春における「第3世代移動電話用周波数」のオークションにおいて、極端な高価格の落札が発生した。2001年6月に英国政府は、「電波資源の配分制度の再検討」を決定し、そのための調査をWarwick大学のMartin Cave教授に依頼した
。同教授の調査報告書は2002年1月末に発表されるとのことであるが、その主内容は、(1)電波資源に（土地資源と同様の）「財産権（property right）」を設定する、(2)電波資源の市場取引あるいは賃貸を認める、(3)電波資源の財産権等を管理する行政機関（Ofcom）を設立する、(4)政府使用の電波資源についても使用料（fee）を徴収して、電波資源節約の誘因を作る、などであると聞いている
。これらの方針は、細部を別にすれば、本書第3章で提案した「リース・オークション制度」と共通する点がある
。

第1部末尾にも述べたように、電波資源の配分について、各国で「制度構築競争」が始まりつつあるものと考えられる。日本の電波資源の配分についても、新しい制度構築のための検討が早期に開始されることを望んで本稿を終わりたい。

� ただし、図X.2のデータは再オークションを含み、Cブロックのように落札したが、代金が支払われなかったケースも入っている。


� FCC[1997]。


� そのための料金計算方式について、FCCは、マスメディア局案件MM97-247の「規則制定提案（NPRM）」（12 FCC RCD 22821（1997））と、同「報告・命令（Report and Order）」（FCC98-303）（Nov. 19, 1998）によって、同付随サービス（ancillary or supplementary services）から生ずる粗収入の5％とすることを定めた。


� この考え方は、広告収入にのみ依存する「無料テレビ」と、視聴料を徴収する「有料テレビ」を峻別する「原則」に基づいている。「無料テレビ」は「営利事業」ではなく、いわば視聴者に対する「社会奉仕」であり、番組スポンサーはそのような社会奉仕をサポートするために放送事業者に「寄付」し、その代償の一部として放送時間に広告コマーシャルを入れている、とする考え方である。つまり、営利事業でなく社会奉仕であるから、新しいサービス（DTV）の提供についても周波数の無料割当が許される、とする考え方である。しかしながら、「商業テレビ（commercial television）」の用語からも明らかなように、この考え方は、1950年代のテレビ出現当初はともかく、上記改正時点においてはフィクションにすぎないと言うべきであろう。


� 翌1997年の通信法改正において、旧来のアナログ・テレビ用の周波数にはオークションによる割当を適用するべきことが定められた。本文で述べた観点からすれば、この規定は、上記336条と形式的にも整合性を欠いている。また、336条の「周波数使用料」項目は、運用上の問題点を孕んでおり、将来において放送産業発展の足枷になる可能性がある。その場合には同条項の再検討が必要となり、無料テレビ「原則」の再検討を迫られることになる。これらのことは、336条の内容が、実質的には309(j)条と整合していないことを示している。


� なお連邦議会は、1996年夏の連邦予算関係法案の中で、1997年9月までに計30MHzの周波数オークションを実施するべきことを定め（Public Law 104-208, 110STAT3009-399, September 30, 1996; Section 3001）、FCCに対して、オークションの実施をいわば「強制」した。その結果が、図X.1、X.2のオークションNo.14 (WCS Service)である。本立法によって、議会はオークション実施による連邦政府収入増大を意図したものと考えられるが、結果は、落札金額合計1,400万ドルにとどまり、同じ30MHz幅を持つ広帯域PCSのＡ・Ｂブロック・オークション収入の275分の1に終わった。連邦政府収入目的のオークションとしては典型的な失敗ケースであり、連邦議会側で周波数利用技術の現状や同「市場」に関する専門知識が不足していたことが原因であろうと考えられる。


� 1996年の改正には、309条(k)項（放送用免許の更新時に新規参入を排除）の付加も含まれている（IV章註(12)を参照）。


�上記改正によって、デジタル・テレビ用の周波数は、既存の地上アナログ放送事業者が保有する周波数と引き換えに無償で交付されることとなった。


� 地上アナログTVのデジタル化は、1998年末からスタートしたが、デジタル受信機の普及が当初予定より遅れ、その結果アナログTV用周波数の転用も進んでいない。


�しかしながら、この解釈は、下記（7）とは両立しない。1997年の通信法改正の意図に矛盾が見られると言わざるを得ない。


� たとえば、Scalan[2001]。同論文は、オークション失敗のケースとして、(1)高額すぎる落札（バブル）と代金支払の困難（Cブロック・オークション、No.5）、(2)低額すぎる入札による電波資源の叩き売り（WCSオークション、Nos.17, 23）、(3)不正行為の発生（入札数字（digits）による「談合」等）（DEFブロックオークション、No.11）を挙げており、これらはいずれも、「全体としては成功に終った多数のオークションの中の小さな失敗（minor glitches）であった」としている。またScalanは、米国の周波数オークションについて、成功ケースはニュースにならず、他方失敗ケースが派手に報道されることが多いため、「周波数オークションの成果」に対する一般からのマイナスの評価が生じており、同論文を書いた目的は、このような「周波数オークションに対する世間一般の誤解」を正すことにあるとしている。


� これに対し、欧州の第3世代移動電話用電波のオークションは、「失敗ケース」と言わざるを得ない。実施国間で落札価格に大差が生じ、また英国・ドイツでは極端な高価格落札（バブル、winner’s curseと呼ばれる）が発生したからである。その理由としては、(1)オークション方式が、実質上政府収入の最大化を目的として設計されていたこと、(2)テスト・オークションを省略し、最初から高額stakeの第3世代移動電話用オークションを実施したこと、(3)（資金マーケットが統合されている）欧州内で同時オークションをおこなわず、逐次オークションを実施したこと、などにある。現在から振り返ってみると、欧州のオークションは「準備不足による失敗」を生じたと考えることができる。


� 市場メカニズムによって配分された電波資源は、(1)（営業譲渡などに伴って）有償で競争的に譲渡された免許（放送用電波が多い）、(2)くじ引きによって割り当てられた免許の再販売（主としてセルラー移動電話用電波）、(3)オークションによる割当（1994年以降の新規割当の大部分）である（(1) (2) についてはII章を参照）。


� President [20000]、FCC [2001A]、NTIA [2001].


� FCC「2000A, 2000B」. ただし2001年初頭におけるブッシュ政権への移行にともなって就任したPowell 委員長下のFCCは、この問題には消極的であるように見える。同案件の検討は、2001年中において停滞している模様である。


� Cave「2001」.


� Martin Cave, “Spectrum Management,”（早稲田大学）Invisible College（代表中村清教授）と（大阪大学）IPPの共同研究会における講演、大阪大学国際公共政策研究科、2002年1月14日。なお、同調査報告書の内容は、Oftel [2001]と共通点が多いとのことである。


� 上記と比較したときの本書第3章の提案の特色は、(1)電波資源に民間の財産権を認めず、使用権のみを認め、「リース・オークション」によって使用権を配分すること、(2)各種の「補完策」を実施すること、の2点にある。
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